
ブリヂストンの高齢化への取り組み
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人員
1. 当社の人材構造と課題

プリヂストンの従業員数の推移は図 1 の通りである.

従業員数変化の主たる要因は製造部門への採用人員によ

るもので，高度成長時代の大量採用，オイルショック時

の採用停止，およびその後も基本的には生産性向上によ

り採用を抑制してきた.一方，間接部門については，オ

イルショック時にあっても採用を継続したものの，やは

り高度成長時に比べると採用人員の圧縮を行なった.た

だし85年以降は業容拡大や国際化に伴い，採用人員の増

加を図っている.

この採用人員の全体としての圧縮傾向のため，平均年

齢は図 2 のごとく年々高くなり，高齢化が進行している.

また人材構造的にも高度成長時代の大量採用者が 1 つの

山をなし，この山が40代を迎えつつある.

このような人的状況から，一方で雇用環境激変の中で

新たな人材を確保しつつ，一方で在籍する中高年世代に

いかに活躍してもらうかという 2 つの課題が人事部門

に課せられている.ここでは主に間接部門の高齢化につ

いて，当社としてどのように対応してきたか，および今

後について担当としての問題意識(特に集団をなす中年

世代の今後の高齢化)を報告させていただく.

2. 雇用環境の変化と影響

人材の確保，育成，活用を考えるさい，自社の経営戦

略，人材構造とともに，雇用環境の変化や就業意識をふ

まえる必要があるが，この外部環境の変化がきわめて大

きな時代になっている.そのポイントを当社への影響を

含め概括すれば次の通りである.

1) 構造的人手不足の時代…人材確保が困難に

2) 高齢化の進行 …60歳以降の雇用義務化

3) 女性の進出

4) 就業意識の変化

…女性の活用と配慮策

…帰属意識低下 3K忌避

にしむら たもつ脚ブリヂストン

干 104 中央区京橋 1 ー10-1
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図 1 従業員数推移

ゆとりへの期待

5) 国際化・情報化・技術革新…高度能力保有者確保

従来は，人材の確保，育成，活用が企業ニーズを中心

に実施できたが，これら環境変化(法的対応を含め)の

中では，個人と社会とのパランスがとれた対応を考えて

L 、かねばならない.

これから生き残れる企業は， r人が採れる企業J か， r人

が要らない企業J と言われるが，後者は現実には困難で

あり，必要により優秀な人材を採用できる，魅力ある企

業にいかにしていくかが企業の存続にかかわってくる.

また，人手不足が就業人口の減少，とりわけ若年層の減

少からもたらされていることや，社会的な高齢化を考え

ると，高齢者の一層の活用も前提となる.この 2 つを矛

年齢
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図 2 平均年齢推移

(21) 17 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



表 1

項 目

I 職場づくり

E 生活設計援助

E 活性化意識づけ

IV 健康・体力づくり

高齢化対策 4 つの柱

内 容

心身諸機能の低下に対応
した職場環境・作業条件
等の改善

定年退職後もにらんだ生

活安定の基盤づくり

ライフプランの再構築と

精神的なリフレッシュ

心身諸機能の見直しと，

より積極的な健康づくり

盾させず，個人，社会とのパランスがとれた状態で高齢

化対策を考えていかねばならない.

3. 高齢化に向けたこれまでの取組み

当社ではタイヤ製造と L、う事業内容と，人材構造上の

特色から，高齢化対策にはかなり早い時期より着目し，

施策を推進している.

1970年代には，主に健康・体力づくりを主限に生産体

育活動を推進してきたが，高齢化の進行を見すえて， 19 

82年に労使による高齢化対策推進委員会を発足させて，

高齢化に対応する諸施策の本格的な検討にはいった.

そこでは 4 つの施策を柱とし，具体策の検討と推進を

行なうことになったが，その概要は表 1 の通りである.

1982年以降上記の着実な推進をばかり，時々のニーズに

よりさまざまな展開を行なってきたが，特に健康・体力

づくりについては， 1987年にTHP (トータルヘルスプ

ラン)として一層の推進をはかることにした.これは個

々人の健康を，労使，産業医，体育専門家，健康保険組

合が総合的に実施していこうとするもので，次の狙いを

もっている.

1) ネガティプヘルス(健康障害の早期発見，早期回

復)とポジティプヘルス(健康増進)の連続性

2) ライフサイクルを通じた健康設計(中高年になって

からでは遅い)

3) フィジカルヘルス(身体的健康)とメンタルヘルス

(精神的健康)の調和のとれた健康づくり

これに伴い健康診断の方式等さまざまな見直しが実施

されている.

また，生活設計援助についても，在職中の持ち家推進

や年金選択の幅拡大，生活相談室の設置等を実施してき

ている.これらはいずれも高齢化に向けての基本であり，
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具 体 例

視認性の改善，
重量物対策等

共済制度，住宅
財形制度，財形
年金制度等の導
入等

マイライフセミ
ナー，ニューラ

イフセミナ一等

中高年ヘルスチ
ェックと運動プ
ログラムの提供

今後とも地道な展開が必要と考えて

し、る.

しかしながら今後の高齢化を考え

ると，上記の施策は個々人の健康と

生活の安定と L 、う環境の整備であっ

て，これからは仕事の側面からの検

討が必要と思われる.高齢者の存在

を前提に，限られた人材で‘企業を運

営し，さらに働き甲斐を強く求めら

れる時代にあっては，高齢者自身が

存在価値を感じ企業にも貢献して

もらわねばならない.自己が企業に

対し貢献していると実感できることが高齢者にとっても

必要であるが，それにはそれなりの仕事を担うことが不

可欠である.

4. 高齢化時代における仕事の担い方

間接部門において，高齢者に仕事で活躍してもらおう

とすると，当社の場合いくつかの考慮事項がある.

1) どのような仕事を担うか

高齢者の仕事を考える場合，次のような状況をふまえ

ておかねばならない.

・市場の変化が緩やかな時代にあっては，一般的に言

って経験の蓄積量と問題処理能力に相闘があり，したが

ってベテランが重要，困難な仕事を担当し，処遇される

ことが妥当であった.

現在のように環境変化が激しく，過去からの延長線上

での発想のみでは対応が困難な時代になると，経験の蓄

積量より，経験から学び環境に応じた発想をしていく力

が重要となる.個人差が大きい部分であり，年齢，経験

量にとらわれない仕事の割り当てが必要となっている.

-若年層の就業意識は大きく変化し，自分のやりたい

仕事，それによる達成感と自己のキャリア向上に強い執

着がみられる.自己の満足感を得られない仕事は，それ

が将来のキャリアにつながることが納得され，かつ期聞

が限定される場合に受け入れられる.

-さらに女性も仕事への意欲を高めつつあり，いつま

でも補助的な仕事では満足されない.

かつてはピラミッド型の人材構造もあって，若年層が

補助業務を担当し，中堅，ベテランになるにつれ，中核

業務を担ってきたが，当社のように中ぶくらみの人材構

造と，上記のような状況では仕事の分担も変わっていか

ざるをえない.
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2) 強い管理職志向について

高齢者活用におけるもう l つの考慮事項は管理職志向

の強さである.現在の中高年世代は，入社以降補助的業

務からスタートし経験を積み，やがて管理職となること

が企業内での成功と考えてきた(そう L 、う競争下にあっ

た)世代である.したがって管理職になれないことはも

ちろん，管理職となってもより上位の職位につけないこ

とは，意欲の低下をまねきやすい.

しかし当社のような人材構造，タイヤを中心とする事

業構成の中では，管理職ポストの増設には限界があるし

逆に「組織ニーズでポストを作り，能力，適性にて任命

する J ことが，一層求められてきている.管理職候補者

は増加の一方で・，管理職として活躍できる場は相対的に

いよいよ狭くなってL 、かざるを得ない.

管理職にならなければ，中高年世代が意欲をもって活

躍できないとすれば，間接部門の高齢化対応は行き詰ま

ってしまうことになる.

中高年世代自体もこうした状況は認識している.にも

かかわらず管理職志向が強いのはなぜか.これについて

日立総合計画研究所主任研究員，西川徳、輿氏が日本経済

新聞「経済教室J に掲載された論文が示唆を与えてくれ

る.これは，独自のアンケート調査により分析されたも

ので，そのポイントを引用させていただく.

f従業員は，管理職の肩書そのものには，言われてい

るほどこだわってはいない.従業員の多くはもっと仕事

志向であり，仕事の中に自己実現を求めている.むしろ

仕事志向だからこそ管理職志向になるのである.そして

難しいのは，このような意識がある限り，高齢者の余剰

問題は容易に解決しないだろうということである.つま

り高齢化問題の本質は管理職に重要な仕事が集中してい

ると L、う従業員意識にあり，仕事志向の従業員に管理職

志向を強めさせる仕事の編成そのものにある」

「管理職の肩書J は無視できない問題であり，後述す

るが，管理職に重要な仕事が集中していることはまさに

その通りと思われる.したがって仕事志向を管理職志向

のみに向かわせないためには，管理職にならなくても，

仕事の中に自己実現をはかれるようにしなければならな

いが，それにはどうすればよいか.

3) 従業員意識調査の結果から

当社では本年従業員意識調査を実施し，現在分析中で

ある.質問の中に「やる気を起こさせる要素J を問うて

いるが，予想通り中高年層は(社内の階層に関係なく)

担当する仕事に関する内容に集中している.なかでも「高

1991 年 2 月号

度の仕事への参画J と「仕事を任せてもらえる J に投票

数，最優先順位があたえられている.これ以外に選択さ

れた主なものは「経験，持ち味が生きる J ， r昇進J ， r給

与」である.

〔参考までに20代をみると，全体としては仕事に関

するものが選択されているが， r仕事での達成感J ，

「仕事の内容J ， rやりたい仕事につく」が上位であ

り，一方「個人生活の充実J ， r給与J ， r余暇J も

仕事同様に重視されている.) 

こうした従業員の意識も踏まえた仕事のあり方を考え

ていかねばならない.

以上を通してみると，高齢化時代での仕事の担い方，

高齢者の企業への貢献のあり方は次のようなことが考え

られるのではないか.年齢にこだわらない仕事の分担と，

管理職になりにくい中で，中高年層が自己の存在価値を

見出し，企業に貢献していくには

・自己の経験や強みが生きる仕事を，まとまりとして

担当し

・その中で核となる専門性を確立(その人ならでは)

.自律的に権限を持って仕事を遂行し企業に貢献

できることではないか.そしてこのことは，若年層や女

性の活用を考えたとき，中高年に限らない従業員全員の

仕事の基本ではなL 、かと考えられる.

なお，この専門性の確立は中高年再就職者に最も求め

られているものであり，この意味では内のニーズと外の

ニーズは一致し，結果として人生設計の選択の幅を拡げ

ることにつながる.また高齢化の l つの問題は，能力の

伸長が止まった集団になりやすいことであるが，この菌

での対応策にもつながる可能性がある.

5. 人事制度の対応(検討方向〉

この方向を現実のものとするには，専門性の確立とそ

の仕事への発揮度，貢献度を評価し処遇する人事制度を

検討しなければならない.その中心は資格等級の役職制

度であり，これをどうするか，現在次のように考え検討

を進めている.

1) 複線化の導入

当社の管理職制度(制度名称:基幹職制度)は図 3 の

通りで，資格制度を中核に，役職としては管理職(部長

課長等)とスタップ(主査)の体系になっている.基幹

職制度と L 、う名称の通り，管理職のみの制度ではなく，

したがって組織の長にならなくても，処遇(管理職扱い)

を可能としている.ただ評価，昇進基準は同一であり，

(23) 79 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



〔資格役職〕

図 3 ブリヂストンの基幹職制度

結果として管理職適性が高く評価される傾向にある.管

理能力を中心に評価しては，先述の中高年層の仕事を評

価していくことはむつかしい.企業への貢献のあり方は

多様な方向があり，それぞれ貢献度によって評価してい

くには，評価メジャーを変えた複線化の導入を検討する

必要性を感じている.

そのさい，管理職コース，専門職コースというよりは，

貢献するさいに発揮される能力，強みに違いがあり，同

一に評価できず，したがって能力・強み・活用策の違い

に応じたコースがあると L、う複線化，そして組織の責任

者(管理職)というものは，仕事のできる集団である基

幹職全体の中から，その組織にとっての適性により任命

されるという複線化が導入できないかと思っている.基

幹職への登用は管理職適性より貢献度の高さ，貢献が期

待できる能力により実施し，以降の処遇も仕事の貢献度

で行なうことを基本とする.これは管理職コースの独立

を避け，全員が何らかの仕事のプロであること，組織の

責任者は柔軟に任命され，交替するものということを形

として明示しておこうとするものである.

まだまだ抽象的でわかりにくし、かと思われるがイメー

ジ的には図 4 を見ていただきたい.

この考え方には，上級マネジメントをどう選抜してい

くかとし、う問題があり，別途検討しなければならない.

さらに，仕事の貢献度で昇進できる等級制度，等級と

の対応関係のない役職制度を併せ検討が必要になる.

2) ステータスへの配慮とステータスの希薄化

上記の複線化は，管理職が偉いというステータスを極

力希薄化しようとするもので，またこれができないと管

理職志向を減ずることができない.しかし部長や課長と

いう肩書きは，対外的にまだまだ重要な意味をもってお

り社内ニーズからのみ考えることはできない.従業員個

々人(またその家族)にとっても，単なる昇進の 1 ステ

ップではない，会社生活における大きな節目の意味を有

している.ここ当分は社内的にはステータスの希薄化，

対外的にはステータスへの配慮と L、う両面からの対応が

80 (24) 

Jよ幹職

-n献度，仕事への能力の泣い

図 4 新たな基幹職制度イメージ

必要であろう.

3) 組織薗でのラ考慮事項

現在当社の組織の基本は， r本部一部一課J の構成にな

っているが，今後課長相当の基幹職が大幅に増加してい

く.この基幹職には先述の通り自律的に権限を持って仕

事を遂行し，企業に貢献してもらわなければならないが，

課というレベルの配下に入ることは，課長の方がやはり

偉いことにつながりやすいし，仕事が小さなものになる

恐れがある.逆に部に属して単独で住事を遂行する場合

は，パワーを発揮しにくい恐れがある.このような人事

面の問題と，変化に応じた機動的な組織編成が要求され

ていることを考え，課制を廃止し部を基本的な組織単位

にすることも検討の必要を感じている.部の中はフラッ

トにし異なる強みを持つメンバーが，必要に応じプロジ

ェクトやチームを編成することにより，個々人の力がよ

り発揮しやすい仕組みになるのではないか.

6. 総合的な取り組みに向けて

上記のような人事制度ができたとしても，これだけで

は不十分であり，さまざまな関連制度を準備するととも

に，既存の高齢化対策(特にライフプランの再構築)と

連携のとれた全体像を組み立てることが必要と考えてい

る.なかでも特に下記が重要と認識している.

・人事評価制度の見直し

仕事，強みで評価

自己の適性方向の認知

・ローテーション等人材育成方法の再構築

専門性の確立に向けて

・培った専門性を生かす道を拓く，定年後再雇用制度

高齢化は必ずやってくることがわかっていながら，日

々の対応に追われ，どうしても先送りしがちである.先

述の方向が的を射ているか確信があるわけではないし，

個々の事業，組織上のニーズからの制約もある. 1 つの

たたき台として投げかけ，社内の意識を喚起していきた
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